
ンと1位のスォッチグループとは売上高に4倍弱の差が

あり、３位のロレックスとでも2.6倍以上の開きがあり

ます。

　では、何故スイス勢と日本勢は立場が逆転してしまっ

たのでしょうか。

　前述のとおり、1970年代クォーツ時計の普及により苦

境に陥ったスイスの時計産業は「腕時計」の定義の変更を

試みました。すなわち、これまでの「時間を計るための道

具」から「（特に男性が）身につける装飾品」への変更です。

これにより、スイス製の機械式腕時計はクォーツ式の普及

品とは異なる商品として特別な顧客層へ受入れられて行

きます。それは、身につける品にステータスを求める富裕

層や機械式の時計に魅了された愛好家層です。これらの層

は１つの国や地域では一般的な購買層ではなく、圧倒的な

少数派でしょう。通常のマーケットリサーチでは真っ先に

切り捨てられるセグメントかもしれません。しかし、世界

的に見ればこれらの層もある程度のボリュームを持つこ

　日本経済新聞社発行の日経ＭＪが発表しているヒッ

ト商品番付の2013年上半期版によると、東の横綱には

「高級時計・宝飾品」が、西の横綱には「住宅ローン」がつ

いたとのことです。これは、いわゆる「アベノミクス」の

効果や急激な円安と株価上昇により、消費者心理が緩和

し、購買意欲が増進した影響でしょう。また、西の「住宅

ローン」は今後の景気回復を見越し、その際の金利上昇

に対応した固定金利への借り換えや消費税の増税によ

る駆込み需要によるものでしょう。

　高級時計といえば有名なのがスイス時計ではないで

しょうか。日本では、アベノミクス効果により突如とし

て売れ出した感がありますが、世界的には長期的に成長

を続けており、その輸出総額は1991年から2011年ま

での20年間で約４倍になっているとのことです。特に

中国を筆頭としたアジア地域がこの原動力となってい

ます。

　この様に好調著しいスイス時計ですが、1970年代に

は産業として存亡の危機を迎えています。原因はクォー

ツ時計の開発と普及によるものでした。正確で、安価な

クォーツ時計は世界の時計市場を席巻して行きます。そ

の中心にいたのが、セイコーやシチズンといった日本の

企業でした。この間スイス国内の時計企業は半数が倒産

し、就業者数は、1970年の約９万人から1984年には

約３万３千人にまで減少しています。

　しかし、現在はどうでしょうか。右の表は2011年の

時計企業の売上高ランキングです。

　1位はオメガやロンジン、スォッチ、ブレゲといったブ

ランドを擁するスォッチグループ、2位がカルティエに

代表されるリシュモングループ、3位がロレックスと

なっています。日本勢は5位にシチズン、7位にセイ

コー、9位にカシオと下位に収まっており、5位のシチズ

とが考えられます。しかも、その個々は購買意欲も購買力

も他のそれよりも高いのです。個別の地理的区分では採算

性が高くありませんが世界中での販売により十分に勝負

出来るマーケットとなりうるのです。

　この様に一般的なマジョリティ向けではなく、競合商

品に見劣りするカタログ的なスペックながら強い競争力

を持つ商品は他にも見られます。

　例えば、毎年新商品の発売にはマスコミも大きく取り

上げ、発表前から販売店に行列が出来るApple社の

iPhoneです。他の携帯機種やスマートフォンにはある機

能が無かったりし、決してスペック的には最高品とは言

えませんが、最も売れている機種です。

　また、自動車販売においても輸入車の販売が好調で

2012年は30万台を超えています。燃費性能では国産の

ハイブリット車や軽自動車の方が上回っていますし、乗

車人員にしてもミニバンの方が多いにも関わらず、年々

販売数を増やしています。しかも、これは他の国産車より

も一般に割高です。

　この様な現象はなぜ起こるのでしょうか。いろいろな

見方があると思いますが、私は「ツール」と「ホビー」の違

いではないかと考えます。ツールとは文字通り道具であ

り、時計は時間を計る道具、携帯電話は相手と連絡し合う

道具、自動車は場所を移動する道具です。ホビーとはツー

ルの実用性の他に使用感や所有すること自体に対する満

足感など機能表示や諸元表には表せない感覚的な価値を

持ったものです。そこに少なからぬプライスが付けられ

るのではないでしょうか。

　本当の付加価値化、差別化とは、「ホビー」化にあるので

はないでしょうか。

（参考）JETRO「スイス時計産業の世界戦略」
        日本自動車輸入組合「輸入車新規登録台数推移」

して同じではありません。

　この観点から、若手社員の働きにくい時間帯や曜日に高

齢パート社員を配置するなど、補完的なシフトによって全

世代の働きやすさを目指している企業もあります。

　就業ニーズに対応した制度運用を通して、全世代の満足

度を引き上げ、企業への求心力向上を図ることも、競争優位

構築のためには極めて重要です。

4 経営課題達成のために高齢社員を活用
　 しよう
　高齢化社会の中では、労働者だけではなく消費者にも高

齢層が増加します。そこで、一例として、高齢層の消費者を

満足させるアイディアを同世代の高齢社員に求めることに

より、増加する高齢消費者のニーズにマッチしたサービス

提供が期待できます。

　高年齢者の優位性を見極め、経営者が、「経営課題達成の

ために高齢社員を活用する」という意識を高めることで、

高齢化社会を勝ち抜くことのできる企業体質が構築され

ます。

5 公的支援機関を活用しよう
　秋田高齢・障害者雇用支援センターでは、社会保険労務

士・中小企業診断士等の専門家を「高年齢者雇用アドバイ

ザー」として配置し、企業における条件整備の取り組みを援

助しています。支援機関の活用により、制度の効果的運用に

よる業務改善のヒントが得られるでしょう。

　お問い合わせは同センター（TEL 018-883-3610）

まで。

成 田  広 樹
なり 　た　    ひろ 　き

中小企業診断士

【略歴】
宮城県仙台市出身
明治大学経営学部卒
1996年、東京中小企業投資育成株式会社入社
2010年より秋田県を担当
年間200社を超える東北エリアの中堅中小企業を訪問し、「投
資育成制度」の普及や経営支援に力を注いでいる

【東京中小企業投資育成株式会社】
〒150-0002　東京都渋谷区渋谷3-29-22
電話03-5469-5853
URL　http://www.sbic.co.jp/
E-mail　toshi@sbic.co.jp
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「ツール」と「ホビー」 ─ 逆説のマーケティング

【略歴】
平成 ２年３月： 金沢大学経済学部　卒業
同年　　４月： 株式会社大和証券　入社
平成 ５年９月： 高井会計事務所　入所
平成15年９月： 中小企業診断士　取得、現在に至る

【出身地】
秋田県大森町（現横手市）

【連絡先】
高井会計事務所
住　　所： 010-0951　秋田市山王七丁目６番１２号
電話番号： 018-823-3342
Ｆａｘ番号： 018-823-3349
E- m a i l： h_narita@palette.plalal.or.jp

【生年月】
昭和36年12月

【略歴】
秋田県大仙市（旧西仙北町）出身。
早稲田大学第一文学部卒業後、団体職員としての勤務を経て、
平成１１年 社会保険労務士 開業。
平成１５年 行政書士 開業。
平成23年 中小企業診断士 開業。
現在、人事労務コンサルティング業務、および経営コンサルティング
業務を中心に、中小企業の支援を行っている。

【保有資格】
中小企業診断士
特定社会保険労務士
行政書士

【公的業務等】
秋田高齢・障害者雇用支援センター 高年齢者雇用アドバイザー　ほか

【事務所概要】
事務所名：中小企業診断士 小笠原浩之事務所

（社会保険労務士事務所、行政書士事務所を併設）
所在地：秋田市山王5-9-9（アスキスビル2階）
TEL：018-865-6068／FAX：018-823-1758
E-mail：jzp04430@orange.plala.or.jp

「ツール」と「ホビー」の違い

2011年の時計企業の売上高ランキング

（単位：100万スイスフラン）

● 感覚機能は低下せずに維持されている

企業・グループ名（国籍） 時計売上高

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

スゥォッチグループ（スイス）

リシュモングループ（スイス）

ロレックス（スイス）

ＬＶＭＨ（フランス）

シチズン（日本）

フォッシル（アメリカ）

セイコー（日本）

パテック・フィリップ（スイス）

カシオ（日本）

オーデマ・ピゲ（スイス）

5,953

5,140

4,000

1,576

1,525

1,485

1,190

1,050

950

550

価 格

選択の要因

市場の規模

アイテム数

企業間競争

重視

物理的な機能

大きい

地域別に細分化

激しい

重視されない

感覚的な満足感

小さい

全世界で共通

比較的穏やか

ツ ー ル ホ ビ ー


